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制  定 平成11年７月19日青監第611号 

最終改正 令和７年３月31日青監第1141号 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規

定する建設工事をいう。以下同じ。）の請負契約について、一般競争入札の方法により締

結する場合の事務の取扱い等について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) 公所の長 青森県事務委任規則（昭和３６年９月青森県規則第８１号）の規定によ

り、当該建設工事の施行に関する権限を委任されている出先機関の長をいう。 

 (2) 担当課長 当該建設工事を施行する青森県行政組織規則（昭和３６年２月青森県規

則第１８号）第２２条に規定する課長をいう。 

 (3) 主務課長 当該建設工事に係る事務を分掌する課の長をいう。 

（対象工事） 

第３条 一般競争入札の方法により請負契約を締結する建設工事は、地方公共団体の物品等

又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）の適用を受ける

建設工事とする。 

２ 主務課長及び担当課長は、前項の建設工事の概要について、毎年４月末日（補正予算に

係る当該建設工事その他特別の事情のある当該建設工事については、別に定める日）まで

に一般競争入札対象工事一覧表（第１号様式）により、監理課長に提出するものとする。

この場合において、主務課長は、公所の長とあらかじめ協議するものとする。 

３ 監理課長は、前項の一般競争入札対象工事一覧表をとりまとめ、当該建設工事の概要等

を新聞への掲載及び掲示の方法により公表するとともに、主務課長及び公所の長又は担当

課長に通知するものとする。 

４ 前項の規定により通知を受けた主務課長及び公所の長又は担当課長は、当該建設工事の

概要を掲示するものとする。 

（入札参加資格） 

第４条 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条

の５第１項及び第１６７条の５の２の規定による建設工事の一般競争入札に参加する者

に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 政令第１６７条の４第１項に規定する者に該当しないこと。 

 (2) 青森県財務規則（昭和３９年３月青森県規則第１０号。以下「財務規則」という。）

第１２８条の規定による一般競争入札に参加できない者でないこと。 

 (3) 青森県建設工事の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（平成２年３月青森

県規則第１８号。以下「参加資格規則」という。）第５条第１項の規定により一般競争

入札に参加する資格があると認定された者又は同条第４項の規定により一般競争入札

に参加する資格があると認定したものとみなされた者であること。 

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが
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なされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定後、知事の確認を受けている者

を除く。）でないこと。 

 (5) 当該建設工事と同種の建設工事の建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営

に関する客観的事項の審査の結果の総合評定値が、知事が別に定める点数以上である

こと。 

 (6) 過去１５年間に当該建設工事と同種の建設工事（別に知事が定める内容のものに限

る。）の施工実績（下請負人としてのものを除く。）を有する者であること。ただし、

共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率２０パーセント以上の場合に限る。 

 (7) 手持ちの建設工事の状況に照らし、当該建設工事について、次の基準を満たす主任

技術者又は監理技術者を専任で配置できること。 

   イ １級相当の国家資格者又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

   ロ 監理技術者にあっては、監理技術者資格証を有する者であること。 

 (8) 青森県建設業者等指名停止要領（平成２年６月２８日付け青監第６３３号。以下「指

名停止要領」という。）に基づく知事の指名停止の措置を、一般競争入札参加資格審査

申請書の提出期限の日から開札の時までの間に、受けていない者であること。 

 (9) 指名停止要領別表第９号から第１５号までに掲げる措置要件に該当する事実（既に

指名停止要領に基づく知事の指名停止の措置が行われたものを除く。）が、参加資格規

則第５条第１項の規定により一般競争入札に参加する資格があると認定された日から

開札の時までの間に、ない者であること。 

(10) 労働保険（労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）及び社会保険（健康保険及び

厚生年金保険又は船員保険をいう。）に加入し、かつ、保険料の滞納がない者であるこ

と。 

(11) 青森県税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

(12) 警察当局から、知事に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれ

に準ずる者として、公共工事からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

こと。 

(13) 当該建設工事に係る設計・コンサルティング業務の受託者又は当該受託者と資本若

しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。ただし、予定価格を入札前に公

表して入札を実施する建設工事については、この限りではない。 

 (14) その他知事が入札を適正かつ合理的に行うため必要があると認めた資格を有する

者であること。 

２ 主務課長及び担当課長は、前項第５号、第６号及び第１４号の資格を定めようとすると

きは、一般競争入札参加資格設定計画書（第２号様式）及び予定価格調書を作成し、請負

工事施行伺により決裁を得るものとする。この場合において、主務課長は、公所の長とあ

らかじめ協議するものとする。 

３ 主務課長及び担当課長は、前項に規定する決裁に当たっては、一般競争入札参加資格設

定計画書の内容について各部の指名委員会等の審査に付した後、請負工事施行伺を監理課

長に提出するものとする。 

４ 前項の規定により請負工事施行伺の提出を受けた監理課長は、一般競争入札参加資格設

定計画書の内容について審査調整の上、青森県建設業者一般競争入札参加資格審議会（以

下「審議会」という。）の審査に付すものとする。 

５ 監理課長は、前項の規定により審査に付した後、請負工事施行伺を主務課長又は担当課

長に返却するものとする。 
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（入札参加資格の公示） 

第５条 監理課長は、第３条第１項の建設工事の請負契約の締結が見込まれるときは、当該

契約の締結が見込まれる年度ごとに、政令第１６７条の５第２項の規定による公示をする

ものとする。 

２ 監理課長は、前項の規定による公示をしたときは、その内容を関係する主務課長及び公

所の長又は担当課長に通知するものとする。 

（入札の公告） 

第６条 公所の長及び担当課長は、一般競争入札を実施しようとするときは、財務規則第１

３０条各号（第７号に掲げる事項を除く。）並びに第１５０条の５第１項及び第３項に定

める事項を入札日の前日から起算して少なくとも４０日前までに、青森県報への登載及び

庁舎への掲示により公告するものとする。 

２ 前項の公告の文例は、別紙１のとおりとする。 

３ 公所の長は、第１項の規定により青森県報への登載をしようとするときは、前項の文例

をもとに作成した県報登載原稿を主務課長に送付し、その手続きを依頼するものとする。 

４ 主務課長は、前項の規定により、依頼を受けたときは、速やかに青森県報への登載の手

続きをとるものとする。 

（入札説明書の交付等） 

第７条 公所の長及び担当課長は、前条の規定により公告したときは、入札説明書を一般競

争入札に参加しようとする者（以下「入札参加希望者」という。）へ交付するものとする。 

２ 前項の入札説明書は、次に掲げるすべての事項を記載したものとする。 

 (1) 前条の規定による公告の写し 

 (2) 契約書案 

 (3) 開札立会者の職氏名 

 (4) 公所及び担当課（係）の名称、所在地及び電話番号 

３ 公所の長及び担当課長は、設計図書（図面及び特記仕様書等をいい、建築一式工事にあ

っては主要工事数量表等を含む。）を縦覧するものとし、必要に応じて入札参加希望者に

貸与することができる。 

４ 入札参加希望者は、貸与を受けた設計図書を、公告に定める期間中、県が指定する場所

において実費により複写することができる。 

５ 入札参加希望者は、入札説明書及び設計図書に対して質問をする場合は、書面によりこ

れを行うものとする。 

（申請書の提出） 

第８条 公所の長及び担当課長は入札参加資格を審査するため、入札参加希望者に、一般競

争入札参加資格審査申請書（第３号様式。以下「申請書」という。）を、持参により提出

させるものとする。 

２ 前項の申請書は、次のとおり取り扱うものとする。 

 (1) 申請書の提出にかかる費用は、入札参加希望者の負担とすること。 

 (2) 申請書は、入札参加希望者に無断で、入札参加資格の審査以外の用途に使用しない

こと。 

 (3) 申請書は返却しないこと。 

 (4) 提出期限以降における申請書又は申請書の添付資料の差し替え及び再提出は認めな

いこと。 

（入札参加資格の審査等） 
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第９条 公所の長及び担当課長は、入札参加希望者から申請書の提出があった場合は、必要

に応じ申請者から意見を聴取し、あらかじめ設定した資格の有無について審査を行うもの

とする。 

２ 公所の長及び担当課長は、前項に規定する審査に当たっては、一般競争入札参加資格 

審査一覧表（第４号様式）を作成し、公所の長にあっては主務課長を経由して、担当課長

にあっては直接、監理課長に提出するものとする。 

３ 前項の一般競争入札参加資格審査一覧表の作成において、参加資格規則第３条第１項の

規定による審査の終了前に申請書を提出した者については、審査一覧表にその旨を附記す

るものとする。 

４ 第２項の規定により一般競争入札参加資格審査一覧表の提出を受けた監理課長は､あら

かじめ設定した資格の有無について審査調整の上、審議会の審査に付すものとする。 

５ 監理課長は、前項の規定により審査に付した後､一般競争入札参加資格審査一覧表を公

所の長にあっては主務課長を経由して、担当課長にあっては直接、返却するものとする。 

６ 第１項の審査は、申請書の提出期限の日をもって行う。ただし、第４条第１項第９号に

ついては、申請書の提出期限の日から第１項の審査を行う日までのすべての期間について

審査するものとする｡ 

７ 第４条第１項第６号の同種の工事の施工実績の審査を行うに当たっては、効力を有する

政府調達に関する協定を適用している国及び地域並びに我が国に対して建設市場が開放

的であると認められる国及び地域以外の国又は地域に主たる営業所を有する建設業者に

あっては、我が国における同種の工事の施工実績をもって行うものとする｡ 

８ 公所の長及び担当課長は､審査結果を一般競争入札参加資格審査結果通知書(第５号様

式)により、原則として申請書の提出期限の翌日から起算して１０日以内に申請者に通知

するものとする。この場合において、第３項の者に対する通知には、開札の時に第４条第

１項第３号の資格を有すると認められることを条件として入札を認める旨を明示するも

のとする。 

９ 第１項による審査の結果は、入札前は公表しないものとする。 

（入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明等） 

第１０条 入札参加資格がないと認められた者は、前条第８項の通知の翌日から７日（日曜

日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１８７号）に規定する休日を

除く。）以内に入札参加資格がないと認めた理由について、書面を持参することにより、

公所の長又は担当課長に求めることができるものとする。 

２ 公所の長及び担当課長は、前項の理由を求められたときは、原則として当該説明を求め

ることができる最終日の翌日から１０日以内に、書面をもって回答するものとする。 

３ 公所の長及び担当課長は、説明を求めた者に入札参加資格があると認める場合において

は、前条第８項の通知を取り消し、前項の回答と併せて入札参加資格がある旨を通知する

ものとする。 

４ 前項の入札参加資格があると認める場合の審査に当たっては、前条第２項から第７項ま

で、第８項後段及び第９項を準用する。 

（入札参加資格の取消し） 

第１１条 公所の長及び担当課長は、入札参加資格があると認めた者が、次の各号の一に該

当する場合には、当該者に対する第９条第８項又は前条第３項の通知を取消し、入札参加

資格がない旨を通知するものとする。 

 (1) 政令第１６７条の４に該当することとなった場合 
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 (2) 第９条第８項の通知の日から開札の時までの期間に、同項の通知を受けた者が指名

停止要領に基づく指名停止を受けている場合 

 (3) 第８条第１項の申請書に関し虚偽の事実の記載が明らかになった場合 

２ 前条の規定は、前項の場合に準用する。 

（現場説明） 

第１２条 現場説明は、公所の長及び担当課長が特に必要があると認める場合を除き行わな

いものとする。 

（入札の執行） 

第１３条 公所の長及び担当課長は、入札の参加者が、入札参加資格がある旨の通知を受け

ていること及び申請書の提出期限の日から開札の時までの間において、指名停止要領によ

る知事の指名停止の措置を受けていないことをよく確認のうえ、入札を執行するものとす

る。 

２ 公所の長及び担当課長は、開札に当たり、第９条第３項の者について、参加資格規則第

３条第１項の規定による審査の結果を監理課長へ確認するものとする。 

３ 公所の長及び担当課長は、入札参加者（郵便による入札をした者を含む。以下同じ。）

ついて、審査一覧表と突合し、審査一覧表に記載されていない者は、入札から排除しなけ

ればならない。 

４ 公所の長及び担当課長は、入札の執行に先立ち、入札参加資格がある旨の一般競争入札

参加資格審査結果通知書の写しを、入札参加者に提出させるものとする。 

５ 公所の長及び担当課長は、第１回目の入札に際し、入札参加者から工事費内訳書を提出

させるものとする。 

６ 公所の長及び担当課長は、郵送による入札の場合は、入札参加者に対し、入札書の郵送

に当たり、一般競争入札参加資格審査結果通知書の写し及び工事費内訳書を同封させるも

のとする。 

７ 公所の長及び担当課長は、開札したときは、開封した入札書（郵便による入札書を含む。）

の金額及び氏名又は名称を順次読み上げ、予定価格の制限の範囲内で最低の価格（以下「最

低価格」という。）をもって申込みをした者を落札者としなければならない。ただし、政

令１６７条の１０第１項の規定を適用するときは、この限りではない。 

８ 公所の長及び担当課長は、落札者を決定したときは、その場において口頭でその旨を入

札者全員へ通知するものとする。ただし、郵便により入札をした者については、落札者の

氏名又は名称及び住所並びに落札金額を書面により通知しなければならない。 

（郵便入札の取扱い） 

第１４条 公所の長及び担当課長は、郵便により送付された入札書を開札までの間厳重に保

管し、開札の時に開封するものとする。 

２ 公所の長及び担当課長は、開札の時に、審査一覧表に記載されているにもかかわらず、

入札書を提出していない者がある場合は、直ちに開札の中断を宣言し、当該者へ電話等に

より郵便入札の有無及び郵便入札をした場合は、入札書の投函日を確認するものとする。 

第１５条 削除 

第１６条 削除 

（落札者決定の公示） 

第１７条 公所の長及び担当課長は、落札者を決定した場合は、その翌日から起算して７２

日以内に、財務規則第１５０条の１１第２項各号に掲げる事項について、別紙２の文例に

より県報に公示するものとする。 
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(一般競争入札に係る記録の作成及び保管) 

第１８条 公所の長及び担当課長は、落札者を決定したときは、当該契約の内容等必要な記

録を作成し、保管するものとする。 

（青森県建設業者一般競争入札参加資格審議会） 

第１９条 入札参加資格の設定及び審査について審議させるため、青森県建設業者一般競争

入札参加資格審議会を置く。 

（審議会の所掌事務） 

第２０条 審議会は、次の事務を処理する。 

 (1) 入札参加資格の設定に関すること。 

 (2) 入札参加資格の審査に関すること。 

 (3) 入札参加資格がないと認められた者及び入札参加資格を取り消された者に対する入

札参加資格の再審査に関すること。 

 (4) その他知事が必要と認めること。 

（審議会の組織） 

第２１条 審議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は県土整備部の所掌事務を担当する副知事を、副会長は県土整備部長をもって充て

る。 

３ 委員は、総務部長、財務部長、総合政策部長、こども家庭部長、交通・地域社会部長、

環境エネルギー部長、健康医療福祉部長、経済産業部長、観光交流推進部長、農林水産部

長、危機管理局長、国スポ・障スポ局長及び出納局長をもって充てる。 

４ 委員に事故あるとき、又は委員が不在のときは、当該委員が属する部の次長がその職務

を代理する。この場合において、次長を２人以上置く部にあっては、当該部の長があらか

じめ指定する順序によりその職務を代理する。 

（審議会の会長及び副会長） 

第２２条 会長は、審議会を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が不在のときは、その職務を

代理する。 

（審議会の会議） 

第２３条 審議会の会議は、会長が必要に応じ、随時招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数の出席（第２１条第４項の規定による代理出席を含む。）がな

ければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会は、議事に関係ある職員を会議に出席させ、説明又は意見を求めることができる。 

４ 審議会の会議は、公開しない。 

（急施事案） 

第２４条 会長が審議会を招集するいとまがないと認めるときは、持ち回りにより審議する

ことができる。 

（審議会の幹事） 

第２５条 審議会に幹事を置く。 

２ 幹事は、監理課長及び監理課長があらかじめ指定する職員をもって充てる。 

（審議会の庶務） 

第２６条 審議会の庶務は、県土整備部監理課において処理する。 

（その他） 

第２７条 この要領に定めるもののほか、一般競争入札による建設工事の請負契約の締結に
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係る事務の取扱いについては、指名競争入札に係る事務の例によるものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成 12 年 6 月 9 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 14 年 4 月 30 日から施行する。ただし、改正後の第 3 条第 2 項及び第 25 条第 2

項の規定は、平成 14 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 15 年 11 月 1 日以降に公告を行うものから適用する。 

附 則 

 この要領は、平成 16 年 4 月 1 日以降に公告を行うものから適用する。 

附 則 

 この要領は、平成 16 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 18 年 5 月 2 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 19 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 23 年 4 月 22 日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成 25 年 12 月 6 日から施行する。 

２ 改正後の青森県建設工事一般競争入札事務取扱要領の規定は、平成 25 年 10 月 1 日以後に締結す

る建設工事の請負契約について適用する。ただし、同日以後に締結する建設工事の請負契約であっ

ても、平成 26 年 3 月 31 日までに引渡しを受けることとなるものについては、なお従前の例による。 

附 則 

 この要領は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成 30 年 7 月 1 日から施行する。 

２ 改正後の青森県建設工事一般競争入札事務取扱要領の規定は、平成 30 年 7 月 1 日以後に入札公告

を行う建設工事請負契約について適用する。 

附 則 

１ この要領は、平成 31 年 3 月 13 日から施行する。 

２ 改正後の青森県建設工事一般競争入札事務取扱要領別紙１の十二の規定は、平成 31 年 4 月 1 日以

後に締結する建設工事の請負契約のうち、平成 31 年 10 月 1 日以後に引渡しを受けるものについて

適用し、同日前に引渡しを受けるものについては、なお従前の例による。 
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   附 則 

 この要領は、令和元年 7 月 4 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和５年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和６年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和７年 4 月 1 日から施行する。 
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   建 設 工 事 の 請 負 契 約 に 係 る 一 般 競 争 入 札 

 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に よ り 契 約 を 締 結 す る の で 䣍 地 方 自 治 法 施 行 令 䥹 昭 和 二 十 二 年 政

令 第 十 六 号 䣎 以 下 䣓 政 令 䣔 と い う 䣎 䥺 第 百 六 十 七 条 の 六 の 規 定 に よ り 公 告 す る 䣎 

 

    年  月  日 

 

                         〇 〇 事 務 所 長  ○ ○ ○ ○ 

 

一 競 争 入 札 に 付 す る 事 項 

 １ 工 事 番 号    第     号 

 ２ 工 事 名 

 ３ 工 事 場 所 

 ４ 工  種 

 ５ 工  期    年  月  日 䥹 契 約 書 取 交 し の 日 か ら  日 間 䥺 

 ６ 工 事 の 概 要 䥹 規 模 䣍 形 式 䣍 工 法 等 䥺 

 ７ 予 定 価 格 䥹 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 を 含 む 䣎 䥺         円 

 

二 競 争 入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格 

 次 の 各 号 に 該 当 す る こ と に つ い て 䣍 あ ら か じ め 䣍 三 に 定 め る と こ ろ に よ り 審 査 を 受 け た

者 で あ り 䣍 か つ 䣍 入 札 日 現 在 に お い て 䣍 青 森 県 建 設 業 者 等 指 名 停 止 要 領 䥹 平 成 二 年 六 月 二

十 八 日 付 け 青 監 第 六 三 三 号 䣎 以 下 䣓 指 名 停 止 要 領 䣔 と い う 䣎 䥺 に 基 づ く 知 事 の 指 名 停 止 の 措

置 を 受 け て い な い 者 で あ る こ と 䣎 

１ 政 令 第 百 六 十 七 条 の 四 第 一 項 に 規 定 す る 者 に 該 当 し な い こ と 䣎 

２ 青 森 県 財 務 規 則 䥹 昭 和 三 十 九 年 三 月 青 森 県 規 則 第 十 号 䣎 以 下 䣓 財 務 規 則 䣔 と い う 䣎 䥺 第

百 二 十 八 条 の 規 定 に よ る 一 般 競 争 入 札 に 参 加 で き な い 者 で な い こ と 䣎 

３  青 森 県 建 設 工 事 の 競 争 入 札 に 参 加 す る 者 の 資 格 等 に 関 す る 規 則 䥹 平 成 二 年 三 月 青 森 県

規 則 第 十 八 号 䣎 以 下 䣓 参 加 資 格 規 則 䣔 と い う 䣎 䥺 第 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 一 般 競 争 入 札

に 参 加 す る 資 格 が あ る と 認 定 さ れ た 者 又 は 同 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 一 般 競 争 入 札 に 参 加

す る 資 格 が あ る と 認 定 し た も の と み な さ れ た 者 で あ る こ と 䣎 

４  会 社 更 生 法 䥹 平 成 十 四 年 法 律 第 百 五 十 四 号 䥺 に 基 づ き 更 生 手 続 開 始 の 申 立 て が な さ れ

て い る 者 又 は 民 事 再 生 法 䥹 平 成 十 一 年 法 律 第 二 百 二 十 五 号 䥺 に 基 づ き 再 生 手 続 開 始 の 申

立 て が な さ れ て い る 者 䥹 更 生 手 続 開 始 又 は 再 生 手 続 開 始 の 決 定 後 䣍 知 事 の 確 認 を 受 け て

い る 者 を 除 く 䣎 䥺 で な い こ と 䣎 

５     工 事 の 建 設 業 法 第 二 十 七 条 の 二 十 三 第 一 項 の 規 定 に よ る 経 営 に 関 す る 客 観 的 事

項 の 審 査 の 結 果 の 直 近 年 度 の 総 合 評 定 値 が 䣍   点 以 上 で あ る こ と 䣎 

６ 過 去 十 五 年 間 に 同 種 の 建 設 工 事 䥹 工 事 種 別     で 䣍 か つ 䣍 契 約 金 額     円

以 上 の も の に 限 る 䣎 䥺 の 施 工 実 績 䥹 下 請 負 人 と し て の も の を 除 く 䣎 䥺 を 有 す る 者 で あ る こ

と 䣎 た だ し 䣍 共 同 企 業 体 の 構 成 員 と し て の 施 工 実 績 は 䣍 出 資 比 率 二 〇 パ 䤀 セ ン ト 以 上 の

場 合 に 限 る 䣎 

７ 次 に 掲 げ る 基 準 を 満 た す 主 任 技 術 者 又 は 監 理 技 術 者 を 専 任 で 設 置 で き る こ と 䣎 

 (一
)

 一 級 相 当 の 国 家 資 格 又 は こ れ と 同 等 以 上 の 資 格 を 有 す る 者 で あ る こ と 䣎 

別紙１ (第６条関係) 
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 (二
)

 監 理 技 術 者 に あ 䣬 て は 䣍 監 理 技 術 者 資 格 者 証 を 有 す る 者 で あ る こ と 䣎 
８  一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書 の 提 出 期 限 の 日 か ら 開 札 の と き ま で の 間 に 䣍 指 名 停

止 要 領 に 基 づ く 知 事 の 指 名 停 止 の 措 置 を 受 け て い な い こ と 䣎 

９  指 名 停 止 要 領 別 表 第 九 号 か ら 第 十 五 号 ま で に 掲 げ る 措 置 要 件 に 該 当 す る 事 実 䥹 既 に 指

名 停 止 要 領 に 基 づ く 知 事 の 指 名 停 止 の 措 置 が 行 わ れ た も の を 除 く 䣎 䥺 が 䣍 参 加 資 格 規 則 第

五 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 一 般 競 争 入 札 に 参 加 す る 資 格 が あ る と 認 定 さ れ た 日 か ら 開 札 の

時 ま で の 間 に 䣍 な い 者 で あ る こ と 䣎 

1
0  労 働 保 険 䥹 労 働 者 災 害 補 償 保 険 及 び 雇 用 保 険 を い う 䣎 䥺 及 び 社 会 保 険 䥹 健 康 保 険 及 び

厚 生 年 金 保 険 又 は 船 員 保 険 を い う 䣎 䥺 に 加 入 し 䣍 か つ 䣍 保 険 料 の 滞 納 が な い こ と 䣎 

1
1  青 森 県 税 䣍 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 滞 納 が な い こ と 䣎 

1
2  警 察 当 局 か ら 䣍 知 事 に 対 し 䣍 暴 力 団 員 が 実 質 的 に 経 営 を 支 配 す る 建 設 業 者 又 は こ れ に

準 ず る 者 と し て 䣍 公 共 工 事 か ら の 排 除 要 請 が あ り 䣍 当 該 状 態 が 継 続 し て い な い こ と 䣎 

1
3  そ の 他 

䥹 共 同 企 業 体 の 方 法 に よ る 場 合 に は 䣍 次 の と お り と す る 䣎) 

二 競 争 入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格 

 次 の 各 号 に 該 当 す る こ と に つ い て 䣍 あ ら か じ め 䣍 三 に 定 め る と こ ろ に よ り 審 査 を 受 け た

共 同 企 業 体 で あ り 䣍 か つ 䣍 入 札 日 現 在 に お い て 䣍 構 成 員 が 青 森 県 建 設 業 者 等 指 名 停 止 要 領

䥹 平 成 二 年 六 月 二 十 八 日 付 け 青 監 第 六 三 三 号 䣎 以 下 䣓 指 名 停 止 要 領 䣔 と い う 䣎 䥺 に 基 づ く 知

事 の 指 名 停 止 の 措 置 を 受 け て い な い 者 で あ る こ と 䣎 

 １ 共 同 施 工 方 式 䥹 甲 型 共 同 企 業 体 䥺 の 特 定 共 同 企 業 体 で あ る こ と 䣎 

 ２ 政 令 第 百 六 十 七 条 の 四 第 一 項 に 規 定 す る 者 に 該 当 し な い こ と 䣎 

 ３ 青 森 県 財 務 規 則 䥹 昭 和 三 十 九 年 三 月 青 森 県 規 則 第 十 号 䣎 以 下 䣓 財 務 規 則 䣔 と い う 䣎 䥺 第

百 二 十 八 条 の 規 定 に よ る 一 般 競 争 入 札 に 参 加 で き な い 者 で な い こ と 䣎 

 ４  各 構 成 員 が 青 森 県 建 設 工 事 の 競 争 入 札 に 参 加 す る 者 の 資 格 等 に 関 す る 規 則 䥹 平 成 二 年

三 月 青 森 県 規 則 第 十 八 号 䣎 以 下 䣓 参 加 資 格 規 則 䣔 と い う 䣎 䥺 第 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 一

般 競 争 入 札 に 参 加 す る 資 格 が あ る と 認 定 さ れ た 者 又 は 同 条 第 四 項 の 規 定 に よ り 一 般 競 争

入 札 に 参 加 す る 資 格 が あ る と 認 定 し た も の と み な さ れ た 者 で あ る こ と 䣎 

 ５  各 構 成 員 が 䣍 会 社 更 生 法 䥹 平 成 十 四 年 法 律 第 百 五 十 四 号 䥺 に 基 づ き 更 生 手 続 開 始 の 申

立 て が な さ れ て い る 者 又 は 民 事 再 生 法 䥹 平 成 十 一 年 法 律 第 二 百 二 十 五 号 䥺 に 基 づ き 再 生

手 続 開 始 の 申 立 て が な さ れ て い る 者 䥹 更 生 手 続 開 始 又 は 再 生 手 続 開 始 の 決 定 後 䣍 知 事 の

確 認 を 受 け て い る 者 を 除 く 䣎 䥺 で な い こ と 䣎 

 ６    工 事 の 建 設 業 法 第 二 十 七 条 の 二 十 三 第 一 項 の 規 定 に よ る 経 営 に 関 す る 客 観 的 事

項 の 審 査 の 結 果 の 直 近 年 度 の 総 合 評 定 値 が 䣍 共 同 企 業 体 の 代 表 者 に あ 䣬 て は      

点 以 上 䣍 そ の 他 の 者 に あ 䣬 て は    点 以 上 で あ る こ と 䣎 

 ７  過 去 十 五 年 間 に 代 表 者 が 同 種 の 建 設 工 事 䥹 工 事 種 別      で 䣍 か つ 䣍 契 約 金 額     

円 以 上 の も の に 限 る 䣎 䥺 の 施 工 実 績 䥹 下 請 負 人 と し て の も の を 除 く 䣎 䥺 を 有 す る 者 で あ る

こ と 䣎 た だ し 䣍 共 同 企 業 体 の 構 成 員 と し て の 施 工 実 績 は 䣍 出 資 比 率 二 〇 パ 䤀 セ ン ト 以 上

の 場 合 に 限 る 䣎 

 ８ 各 構 成 員 が 次 に 掲 げ る 主 任 技 術 者 又 は 監 理 技 術 者 を 専 任 で 配 置 で き る こ と 䣎 

 (一
)

 一 級 相 当 の 国 家 資 格 又 は こ れ と 同 等 以 上 の 資 格 を 有 す る 者 で あ る こ と 䣎 

 (二
)

 監 理 技 術 者 に あ 䣬 て は 䣍 監 理 技 術 者 資 格 者 証 を 有 す る 者 で あ る こ と 䣎 

 ９ 構 成 員 が 当 該 入 札 に 係 る 他 の 共 同 企 業 体 の 構 成 員 を 兼 ね て い な い こ と 䣎 

1
0  各 構 成 員 の 出 資 比 率 が 䣍    以 上 で あ る こ と 䣎 
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1
1  代 表 者 の 建 設 工 事 の 施 工 能 力 が 構 成 員 の 中 で 最 も 大 き い と 認 め ら れ る こ と 䣎 

1
2  代 表 者 の 出 資 比 率 が 構 成 員 の 出 資 比 率 の 中 で 最 大 で あ る こ と 䣎 

1
3  構 成 員 の 数 が    で あ る こ と 䣎 

1
4  構 成 員 が 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書 の 提 出 の 日 か ら 䣍 開 札 の と き ま で の 間 に 䣍

指 名 停 止 要 領 に 基 づ く 知 事 の 指 名 停 止 の 措 置 を 受 け て い な い こ と 䣎 

1
5  構 成 員 が 指 名 停 止 要 領 別 表 第 九 号 か ら 第 十 五 号 ま で に 掲 げ る 措 置 要 件 に 該 当 す る 事 実

䥹 既 に 指 名 停 止 要 領 に 基 づ く 知 事 の 指 名 停 止 の 措 置 が 行 わ れ た も の を 除 く 䣎 䥺 が 䣍 参 加 資

格 規 則 第 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 一 般 競 争 入 札 に 参 加 す る 資 格 が あ る と 認 定 さ れ た 日 か

ら 開 札 の 時 ま で の 間 に 䣍 な い 者 で あ る こ と 䣎 

1
6  各 構 成 員 が 䣍 労 働 保 険 䥹 労 働 者 災 害 補 償 保 険 及 び 雇 用 保 険 を い う 䣎 䥺 及 び 社 会 保 険 䥹 健

康 保 険 及 び 厚 生 年 金 保 険 又 は 船 員 保 険 を い う 䣎 䥺 に 加 入 し 䣍 か つ 䣍 保 険 料 の 滞 納 が な い こ

と 䣎 

1
7  各 構 成 員 が 䣍 青 森 県 税 䣍 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 滞 納 が な い こ と 䣎 

1
8  各 構 成 員 が 䣍 警 察 当 局 か ら 䣍 知 事 に 対 し 䣍 暴 力 団 員 が 実 質 的 に 経 営 を 支 配 す る 建 設 業

者 又 は こ れ に 準 ず る 者 と し て 䣍 公 共 工 事 か ら の 排 除 要 請 が あ り 䣍 当 該 状 態 が 継 続 し て い な

い こ と 䣎 

1
9  そ の 他 

三 資 格 の 審 査 

 入 札 に 参 加 し よ う と す る 者( 以 下 䣓 入 札 参 加 希 望 者 䣔 と い う 䣎 ) は 䣍 あ ら か じ め 䣍 二 に 定

め る 資 格 を 有 す る こ と に つ い て 䣍 次 に 従 い 䣍 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書( 䣓 以 下 䣓 申

請 書 䣔 と い う 䣎) に よ り 䣍 審 査 を 受 け な け れ ば な ら な い 䣎 

１ 提 出 期 限       年  月  日( 持 参 に 限 る 䣎) 

２ 提 出 部 数 等 一 部 

         表 に 住 所 及 び 商 号 又 は 名 称 を 記 載 し 䣍 切 手   円 分 を 貼 付 し た 返 信

用 封 筒( 長 形 三 号) を 一 通 添 付 す る こ と 䣎 

３ 提 出 場 所      市( 町 ・ 村) 

４ そ の 他 

 (一
)

 申 請 書 の 内 容 に つ い て は 䣍 別 途 意 見 を 聴 取 す る こ と が あ る 䣎 

 (二
)

 資 格 の 審 査 結 果 に つ い て は 䣍 申 請 者 に 対 し て 䣍 別 に 通 知 す る 䣎 

 (三
)

 二 に 定 め る 資 格 を 認 め ら れ な か 䣬 た 者 ( 共 同 企 業 体 の 方 法 に よ る 場 合 は 䣍 代 表 者 )

は 䣍 (二
)

の 通 知 を 受 け た 日 か ら 七 日( 日 曜 日 䣍 土 曜 日 及 び 国 民 の 祝 日 に 関 す る 法 律( 昭 和

二 十 三 年 法 律 第 百 七 十 八 号) に 規 定 す る 休 日( 以 下 䣓 休 日 䣔 と い う 䣎) を 除 く 䣎) 以 内 に 䣍

書 面 を も 䣬 て 䣍 そ の 理 由 の 説 明 を 求 め る こ と が で き る 䣎 

 (四
)

 提 出 し た 申 請 書 の 差 替 え は 䣍 原 則 と し て 認 め な い 䣎 

 

四 入 札 説 明 書 の 交 付 及 び 設 計 図 書 の 縦 覧 

１ 入 札 説 明 書 の 交 付 

 (一
)

 期  間    年   月   日 か ら    年   月   日 ま で ( 日 曜 日 䣍 土 曜 日 及 び

休 日 を 除 く 䣎) の 午 前 九 時 か ら 午 後 四 時 ま で 

 (二
)

 場 所    県    市( 町 ・ 村) 

 (三
)

 交 付 の 方 法  入 札 説 明 書 の 交 付 を 希 望 す る 者 は 䣍 (一
)

の 期 間 内 に    事 務 所   

課( 係) に 直 接 申 し 込 む こ と 䣎 

２ 設 計 図 書 の 縦 覧 
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 (一
)

 期  間    年   月   日 か ら    年   月   日 ま で( 日 曜 日 䣍 土 曜 日 及 び

休 日 を 除 く 䣎) の 午 前 九 時 か ら 午 後 四 時 ま で 

 (二
)

 場 所    県    市( 町 ・ 村)      事 務 所 

 (三
)

 貸 与 等 入 札 参 加 希 望 者 は 䣍 設 計 図 書 の 貸 与 を 受 け 䣍 (一
)

の 期 間 内 に 入 札 説 明 書 記 載

の 場 所 に お い て 実 費 に よ り 複 写 す る こ と が で き る 䣎 

３ そ の 他 

 入 札 説 明 書 及 び 設 計 図 書 に 対 し て 質 問 が あ る 場 合 は 䣍   年   月   日 ま で に 䣍 書

面 に よ り 䣍 

       事 務 所 に 提 出 す る こ と 䣎 

 

五 現 場 説 明 

１ 日 時    年  月  日 午 前( 後)   時  分 

２ 場 所    県    市( 町 ・ 村) 

 

六 入 札 及 び 開 札 

１ 日 時    年  月  日 午 前( 後)   時  分 

２ 場 所    県    市( 町 ・ 村)        事 務 所 

３  そ の 他 郵 便 に よ る 入 札 を 希 望 す る 場 合 は 䣍 入 札 書 に 一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 審 査 結 果

通 知 書 の 写 し を 同 封 の 上 䣍 配 達 証 明 付 書 留 郵 便 に よ り   年   月   日  時 ま で に       

事 務 所 に 到 着 す る よ う 郵 送 す る こ と 䣎 

 

七 入 札 執 行 回 数 

  原 則 と し て 一 回 を 限 度 と す る 䣎 

 

八 入 札 保 証 金 及 び 契 約 保 証 金  

  １ 入 札 保 証 金  免 除 す る 䣎  

  ２ 契 約 保 証 金  

(一
)

 契 約 金 額 の 十 分 の 一 以 上 の 金 額 を 納 付 す る も の と す る 䣎 た だ し 䣍 次 の 一 に 該 当 す

る と き は 䣍 そ の 納 付 を 免 除 す る も の と す る 䣎  

(1
)

 契 約 者 が 保 険 会 社 と の 間 に 県 を 被 保 険 者 と す る 履 行 保 証 保 険 契 約 を 締 結 し た

と き 䣎  

(2
)

 契 約 者 か ら 委 託 を 受 け た 保 険 会 社 と 工 事 履 行 保 証 契 約 を 締 結 し た と き 䣎  

(3
)

 契 約 保 証 金 に 代 え 䣍 次 に 掲 げ る 有 価 証 券 を 提 供 し た と き 䣎  

ア 国 債 又 は 地 方 債  

イ 政 府 の 保 証 の あ る 債 券  

ウ 金 融 機 関 が 振 り 出 し 又 は 支 払 い 保 証 を し た 小 切 手  

エ 資 金 運 用 部 資 金 法 䥹 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 百 号 䥺 第 七 条 第 一 項 第 九 号 に 規 定 す

る 債 券  

オ 銀 行 若 し く は 知 事 が 確 実 と 認 め た 金 融 機 関 の 保 証 又 は 保 証 事 業 会 社 の 保 証  

(二
)

  (
一

)
に か か わ ら ず 䣍 青 森 県 低 入 札 価 格 調 査 制 度 運 用 マ ニ 䣻 ア ル 䥹 平 成 十 三 年 十 月

一 日 付 け 青 監 第 八 百 八 十 八 号 䥺 に よ る 調 査 を 受 け た 者 と の 契 約 に つ い て は 䣍 契 約 金

額 の 十 分 の 三 以 上 の 契 約 保 証 金 を 納 付 さ せ 䣍 又 は 当 該 契 約 保 証 金 の 納 付 に 代 わ る 担

保 を 提 供 さ せ る も の と す る 䣎 た だ し 䣍 契 約 金 額 の 十 分 の 三 以 上 に 相 当 す る 額 に つ い
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て 䣍 (一
)

の (1
)

か ら (3
)

ま で の い ず れ か に 該 当 す る と き は 䣍 そ の 納 付 を 免 除 す る 䣎 

 

九 契 約 の 締 結 

 １  落 札 決 定 の 日 か ら 七 日 以 内 に 仮 契 約 を 締 結 し 䣍 議 会 の 議 決 が あ 䣬 た と き に 本 契 約 を 締

結 す る こ と と す る 䣎 

 ２  落 札 の 決 定 後 䣍 当 該 入 札 に 付 す る 工 事 に 係 る 請 負 契 約 の 締 結 ま で の 間 に お い て 䣍 当 該

落 札 者 が 二 に 掲 げ る い ず れ か の 要 件 を 満 た さ な く な 䣬 た 場 合 䣍 指 名 停 止 要 領 に 基 づ く 知

事 の 指 名 停 止 の 措 置 を 受 け て い る 場 合 又 は 指 名 停 止 要 領 別 表 第 九 号 か ら 第 十 五 号 ま で に

掲 げ る 措 置 要 件 に 該 当 す る 事 実 が あ 䣬 た 場 合 に は 䣍 当 該 請 負 契 約 を 締 結 し な い 䣎 

䥹 共 同 企 業 体 の 方 法 に よ る 場 合 に は 䣍 次 の と お り と す る 䣎) 

九 契 約 の 締 結 

 １  落 札 決 定 の 日 か ら 七 日 以 内 に 仮 契 約 を 締 結 し 䣍 議 会 の 議 決 が あ 䣬 た と き に 本 契 約 を 締

結 す る こ と と す る 䣎 

 ２  落 札 の 決 定 後 䣍 当 該 入 札 に 付 す る 工 事 に 係 る 請 負 契 約 の 締 結 ま で の 間 に お い て 䣍 当 該

落 札 者 の 構 成 員 が 二 に 掲 げ る い ず れ か の 要 件 を 満 た さ な く な 䣬 た 場 合 䣍 指 名 停 止 要 領 に

基 づ く 知 事 の 指 名 停 止 の 措 置 を 受 け て い る 場 合 又 は 指 名 停 止 要 領 別 表 第 九 号 か ら 第 十 五

号 ま で に 掲 げ る 措 置 要 件 に 該 当 す る 事 実 が あ 䣬 た 場 合 に は 䣍 当 該 請 負 契 約 を 締 結 し な い 䣎 

 

十 落 札 者 の 決 定 の 方 法 

  予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 で 最 低 の 価 格 を も 䣬 て 申 込 み を し た 者 を 落 札 者 に 決 定 す る 䣎 た

だ し 䣍 当 該 価 格 に よ 䣬 て は 契 約 の 内 容 に 適 合 し た 履 行 が さ れ な い お そ れ が あ る と き 䣍 又 は

当 該 者 と 契 約 を 締 結 す る こ と が 公 正 な 取 引 の 秩 序 を 乱 す お そ れ が あ 䣬 て 著 し く 不 適 当 で あ

る と き は 䣍 予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 の 価 格 を も 䣬 て 申 込 み を し た 他 の 者 の う ち 䣍 最 低 の 価

格 を も 䣬 て 申 込 み を し た 者 を 落 札 者 と す る こ と が あ る 䣎 

 

十 一 入 札 条 件 

   財 務 規 則 に 定 め る 入 札 者 心 得 書 を 遵 守 す る こ と 䣎 

 

十 二 入 札 書 記 載 金 額 等 

 １  落 札 決 定 に 当 た 䣬 て は 䣍 入 札 書 に 記 載 さ れ た 金 額 に 当 該 金 額 の 百 分 の 十 に 相 当 す る 額

を 加 算 し た 金 額 䥹 当 該 金 額 に 一 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 䣍 そ の 端 数 金 額 を 切 り 捨 て た

金 額 䥺 を も 䣬 て 落 札 金 額 と す る の で 䣍 入 札 者 は 䣍 消 費 税 に 係 る 課 税 事 業 者 で あ る か 免 税

事 業 者 で あ る か を 問 わ ず 䣍 見 積 も 䣬 た 契 約 希 望 金 額 の 百 十 分 の 百 に 相 当 す る 金 額 を 入 札

書 に 記 載 す る こ と 䣎 

 ２ 入 札 書 の 余 白 に 備 考 と し て 䣍 次 の よ う に 記 載 す る こ と 䣎 

  備 考 入 札 額 は 䣍 こ の 入 札 書 に 記 載 し た 金 額 に 当 該 金 額 の 百 分 の 十 に 相 当 す る 額 を 加

算 し た 金 額 䥹 当 該 金 額 に 一 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 䣍 そ の 端 数 金 額 を 切 り 捨 て

た 金 額 䥺 で あ る 䣎 

 

十 三 そ の 他 

 １ 契 約 手 続 に お い て 使 用 す る 言 語 及 び 通 貨 日 本 語 及 び 日 本 国 通 貨 

 ２  入 札 の 無 効 入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格 の な い 者 の し た 入 札 䣍 申 請 書 に 虚 偽 の 事

実 の 記 載 を し た 者 の し た 入 札 及 び 入 札 に 関 す る 条 件 に 違 反 し た 入 札 は 無 効 と す る 䣎 
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 ３ 交 渉 の 有 無 無 

 ４ 契 約 書 作 成 の 要 否 要 

 ５  当 該 工 事 に 直 接 関 連 す る 他 の 工 事 の 請 負 契 約 を 当 該 工 事 の 請 負 契 約 の 相 手 方 と の 随 意

契 約 に よ り 䣍 締 結 す る 予 定 の 有 無 無 

 ６  一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 の 認 定 を 受 け て い な い 者 の 参 加 青 森 県 建 設 工 事 の 競 争 入 札 に

参 加 す る 者 の 資 格 等 に 関 す る 規 則 第 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 一 般 競 争 入 札 に 参 加 す る 資

格 が あ る こ と の 認 定 を 受 け て い な い 者 も 申 請 書 を 提 出 す る こ と が で き る が 䣍 入 札 に 参 加

す る た め に は 䣍 開 札 の と き に お い て 䣍 二 に 定 め る 資 格 を 有 し て い な け れ ば な ら な い 䣎 

 ７ 配 置 予 定 技 術 者 等 の 確 認 

   落 札 者 決 定 後 䣍 一 般 財 団 法 人 日 本 建 設 情 報 総 合 セ ン タ 䤀 が 提 供 す る 工 事 実 績 情 報 シ ス

テ ム ( Ｃ Ｏ Ｒ Ｉ Ｎ Ｓ) 等 に よ り 配 置 予 定 の 主 任 技 術 者 又 は 監 理 技 術 者 の 専 任 制 違 反 の 事 実

が 確 認 さ れ た 場 合 䣍 契 約 を 結 ば な い こ と が あ る 䣎 

 ８ そ の 他 詳 細 は 入 札 説 明 書 に よ る 䣎 

 

十 四 調 達 担 当 部 局 名 及 び 所 在 地 

 １ 名 称       事 務 所     課 䥹 係 䥺 

 ２ 住 所    県    市 䥹 町 ・ 村 䥺  䥹 電 話 番 号   ―   ―      䥺 

 

十 五 Summary 

 １ Subject  matter  of  the  contract 䥽Construction  work  of  䦅 䥹 工 事 名 䥺 䦅 䥼  

 ２ Time-limit  for  the  submission  of  application  forms      

    and  relevant  documents  for  the  qualification 䥽  ４: ４ ５ Ｐ. Ｍ. 䥹 月 名. 日 䥼 西 暦 䥺  

 ３ Time-limit  for  the  submission  of  tenders 䥽  ４ 䥽 ４ ５ Ｐ. Ｍ. 䥹 月 名 䥼 日 䥼 西 暦 䥺  

４ Contact  point  for  tender  documentation : ( 課( 係) 名 䥼 公 所 名 䥼 部 局 名 䥼 住 所)  

JAPAN TEL( 電 話 番 号) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

 

特 定 調 達 契 約 に 係 る 落 札 者 の 決 定 に 関 す る 公 示 

 地 方 公 共 団 体 の 物 品 等 又 は 特 定 役 務 の 調 達 手 続 の 特 例 を 定 め る 政 令 ( 平 成 七 年 政 令 第 三 百

七 十 二 号) 第 四 条 に 規 定 す る 特 定 調 達 契 約 に つ き 落 札 者 を 決 定 し た の で 䣍 同 令 第 十 二 条 の 規 定

に よ り 次 の と お り 公 示 す る 䣎 

         年  月  日 

                       青 森 県 知 事 ○ ○ ○ ○ 

一 特 定 役 務 の 名 称 及 び 数 量 

 １ 工 事 番 号 

 ２ 工 事 名 

 ３ 工 事 場 所    県    市( 町 ・ 村)      番 地( 番) 

 ４ 工  種 

 

二 契 約 に 関 す る 事 務 を 担 当 す る 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地 

 １ 名 称 

 ２ 所 在 地    県    市 䥹 町 ・ 村 䥺      番 地( 番) 

 

三 契 約 の 方 法 

  一 般 競 争 入 札 

 

四 落 札 者 を 決 定 し た 日 

     年  月  日 

 

五 落 札 者 の 名 称( 氏 名) 及 び 住 所 

 

六 落 札 金 額 

 金         円 

 

七 落 札 者 を 決 定 し た 手 続 

 䥹 注 最 低 価 格 落 札 方 式 又 は 総 合 評 価 落 札 方 式 の い ず れ か を 記 載 す る こ と 䣎 䥺 

 

八 入 札 の 公 告( 公 示) を 行 䣬 た 日 

     年  月  日 

 

 

  

別紙２ (第１７条関係) 



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 
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青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

 

 

一般競争入札資格設定計画書 

 

                          課名                  

所 管 事 務 所  

工 事 名  

工 事 場 所  

工 事 の 概 要  

入 札 予 定 日    年  月  日 

概算設計金額  

設定しようと 

する資格要件 

①      工事について、一般競争入札参加資格の認定を受けてい

ること。 

②経営事項審査の総合評定値      以上 

③過去１５年間に同種の工事(工事種別            で、か

つ、契約金額           円以上)の施行実績を有するこ

と。 

④主任技術者又は監理技術者を専任で設置できること。 

⑤指名停止の措置を受けていないこと。 

⑥その他 

 

 

 

 

 

想定有資格者

数 

          社 

備 考  

 

審 議 会 決 定 (    年  月  日) 

会 長 副会長 委          員 

           

           

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

  

第２号様式(第４条関係) 

その１(単体発注) 



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

 

 

一般競争入札資格設定計画書 

 

                          課名                  

所 管 事 務 所  

工 事 名  

工 事 場 所  

工 事 の 概 要  

入 札 予 定 日    年  月  日 

概 算 設計金 額  

設 定 しよう と 

す る 資格要 件 

①共同施工方式の特定共同企業体であること。 

②構成員が      工事について、一般競争入札参加資格の認定

を受けていること。 

③経営事項審査の総合評定値 

              (代表者)      以上 

              (構成員)      以上 

              (構成員)      以上 

④代表者が過去１５年間に同種の工事(工事種別        で、

かつ、契約金額        円以上)の施行実績を有すること。 

⑤構成員が主任技術者又は監理技術者を専任で設置できること。 

⑥各構成員の出資比率が    ％以上であること。 

⑦構成員が他の共同企業体の構成員を兼ねていないこと。 

⑧代表者の工事施工能力が最大と認められること。 

⑨代表者の出資比率が最大であること。 

⑩構成員の数が   であること。 

⑪構成員が指名停止の措置を受けていないこと。 

⑫その他 

 

想定有資格者数           社 

備 考  

 

審 議 会 決 定 (    年  月  日) 

会 長 副会長 委          員 

           

           

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

  

第２号様式(第４条関係) 

その２(共同企業体発注) 



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

 

 

年  月  日 

 

   青森県知事  殿 

  （    事務所長(課)経由） 

 

                   住    所 

                   商号又は名称 

                   代 表 者 氏 名 

                   担 当 者 氏 名 

                   連 絡 先 電 話 （   ）   － 

 

一般競争入札参加資格審査申請書 

 

 一般競争入札への参加を希望しますので、その資格の審査について、関係資料を添えて、

下記のとおり申請します。 

 なお、この申請書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 建設工事の工事番号 

２ 建設工事の名称 

３ 建設工事の場所 

４ 経営事項審査の総合評定値            点 

５ 専任配置可能な技術者 

項   目 監 理 技 術 者 主 任 技 術 者 

氏   名   

年   齢   

役   職   

資格取得年 
及   び 
登 録 番 号 

  

 

第３号様式(第６条関係) 

その１(単体) 



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

６ 同種工事の施工実績 

 

  ◎添付資料 

  １ 建設業許可指令書(大臣許可にあっては許可通知書)の写し 

  ２ 当該技術者の国家資格者証又は監理技術者証の写し 

  ３ 当該技術者の健康保険証の写し 

  ４ 同種工事の契約書の写し又は工事履行証明書 

    （発注者、工事名、契約金額等が確認できるもの。ただし、契約書及び工事履行証

明書により工事概要等が確認できない場合は、特記仕様書又は施工計画書の写しも

併せて添付する。) 

  ５ 同種工事を共同企業体で施工した場合は、協定書の写し 

  ６ 直近年度の経営事項審査の総合評定値通知書の写し 

 

  注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

 

 

工 事 名  

発注者 名  

施工場 所  

契約金 額  

工 期  

受注形 態  単 独 ・ 共同企業体(出資比率   ％) 

工事規 模  

構造形 式  

工 法  



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

 

年  月  日 

   青森県知事  殿 

  （    事務所長(課)経由） 

              ○○○○特定建設工事共同企業体 

              代表者 住    所 

                  商号又は名称 

                  代 表 者 氏 名             

 

                  住    所 

                  商号又は名称 

                  代 表 者 氏 名             

 

                  住    所 

                  商号又は名称 

                  代 表 者 氏 名             

 

                  担 当 者 氏 名 

                  連 絡 先 電 話 （   ）   － 

 

一般競争入札参加資格審査申請書 

 

 一般競争入札への参加を希望しますので、その資格の審査について、関係資料を添えて、

下記のとおり申請します。 

 なお、この申請書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

記 

１ 建設工事の工事番号 

２ 建 設 工 事 の 名 称 

３ 建 設 工 事 の 場 所 

４ 経営事項審査の総合評定値 

会  社  名 総合評定値 

代表者 点 

構成員 点 

構成員 点 

 

  

第３号様式(第６条関係) 

その２(共同企業体) 



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

５ 専任配置可能な技術者 

項 目 監 理 技 術 者 主 任 技 術 者 

会社名(代表者)   

氏 名   

年 齢   

役 職   

資格取得年及び 
登 録 番 号 

  

 

会社名(構成員)   

氏 名   

年 齢   

役 職   

資格取得年及び 
登 録 番 号 

  

 

会社名(構成員)   

氏 名   

年 齢   

役 職   

資格取得年及び 
登 録 番 号 

  

 

６ 同種工事の施工実績 

会社名(代表者)  

工 事 名  

発 注 者 名  

施 工 場 所  

契 約 金 額  

工 期  

受 注 形 態 単 独 ・ 共同企業体(出資比率   ％) 

工 事 規 模  

構 造 形 式  

工 法  

 

会社名(構成員)  

工 事 名  



青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

発 注 者 名  

施 工 場 所  

契 約 金 額  

工 期  

受 注 形 態 単 独 ・ 共同企業体(出資比率   ％) 

工 事 規 模  

構 造 形 式  

工 法  

 

会社名(構成員)  

工 事 名  

発 注 者 名  

施 工 場 所  

契 約 金 額  

工 期  

受 注 形 態 単 独 ・ 共同企業体(出資比率   ％) 

工 事 規 模  

構 造 形 式  

工 法  

 

 

  ◎添付資料 

  １ 企業体協定書の写し 

  ２ 企業体協定書を支店(社)等で作成したものについては、企業体の結成に係る事項の記載

のある委任状の写し 

  ３ 各構成員の建設業許可指令書(大臣許可にあっては許可通知書)の写し 

  ４ 各構成員の当該技術者の国家資格証又は指定建設業監理技術者証の写し 

    （当該技術者の配置については、企業体の代表者が監理技術者を、その他の構成員につ

いては国家資格を有する主任技術者を設置する。） 

  ５ 当該技術者の健康保険証の写し 

  ６ 各構成員(又は代表者)の同種工事の契約書の写し又は工事履行証明書 

    （発注者、工事名、契約金額等が確認できるもの。ただし、契約書及び工事履行証明書

により工事概要等が確認できない場合は、特記仕様書又は施工計画書の写しも併せて添付

する。） 

  ７ 同種工事を共同企業体で施工した実績については、協定書の写し 

  ８ 各構成員の経営事項審査の総合評定値通知書の写し 

 

  注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

  



青森県建設工事一般競争入札 
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青森県建設工事一般競争入札 

事務取扱要領 

第５号様式（第９条関係） 

第        号 

   年  月  日 

 

        殿 

 

                         〇〇事務所（課）長 □印 

 

一般競争入札参加資格 

審 査 結 果 通 知 書 

 

 貴社から申請のあった○○○○工事の一般競争入札の参加資格の審査結果を、下記のとお

り通知します。 

記 

 

入 札 公 告 日     年  月  日 

工 事 番 号 
 

工 事 名 
 

入札資格の有

無及びその理

由 

有 

無 

入札参加

資格がな

いと認め

た理由 

例 経営事項審査の総合評定値が要件に満たないため。 

 

 

 

 

 なお、入札参加資格がないと認められた者は、この通知を受けた日の翌日から７日以内(日

曜日、土曜日及び祝日を除く。)に当職に対して、書面をもって参加資格がないと認めた理

由について説明を求めることができます。 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 

 


